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賃貸住宅空家の被害算定

佐藤慶一，翠川三郎：『首都直下地震後に利用可能な賃貸住宅空家分布の把握』，地域安全学会論文集No.9より作成
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佐藤慶一，中林一樹，翠川三郎：『地震被害想定を用いた応急住宅対策のミクロシミュレーション』，都市計画論文集No.43-3より作成
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震災後の住宅再取得の選択行動モデル
（意向データの収集）

現在の住ま
い

住まいの選択 建替え※2 新規購入 賃貸住宅

部屋数 (希望部屋数) (希望部屋数) (希望部屋数)

住宅タイプ
（現在の
タイプ）

戸建て 集合住宅

立地 ※4 現住地
埼玉県
（南部）

東京都
（23区内）

　家賃(月) ※3 12万円

必要資金 ※3 2000万円 4000万円

以上の条件の場
合 、 い ず れ を 選
択されますか？

集合住宅

(希望部屋数)

公営住宅

住まいを移動する

その他

東京都
（23区外）

8万円

仮住まい
を継続

その他
(親戚宅

等)

地震でご自宅が全壊※し、現在と同じ都県 にある
賃貸住宅 に仮住まいして，１年経過した とします。

本格的な住宅へと戻る（移る）ことを検討していると想定して、
次の質問にお答えください。

画面 条件

応急居住 都道府県 東京都 神奈川県 埼玉県 千葉県

状況想定 住宅タイプ 仮設住宅 賃貸住宅 親戚宅等

経過年 1年 3年 5年

住宅再建 住宅タイプ 戸建て 集合住宅

選択問題
立地

東京都
（23区内）

東京都
（23区外）

神奈川県
（北部）

神奈川県
（北部以外）

埼玉県
（南部）

埼玉県
（南部以外）

千葉県
（西部）

千葉県
（西部以外）

家賃（月） 4万 8万 12万 16万

必要資金 2000万 4000万 6000万 8000万

要件
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建替え 新規購入 賃貸住宅

公営住宅 その他（親戚宅等） 仮住まいを継続

仮想住宅再取得選択問題における条件と要件

仮想住宅再取得選択問題

仮想住宅再取得選択問題の選択結果

佐藤慶一，牧紀男，中林一樹，翠川三郎：『想定首都地震後の住宅再取得に関する社会シミュレーション』，都市計画論文集No.45‐3 より作成
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変数名 略称 詳細

type 住宅タイプ 0：戸建て，1：集合住宅

rent 家賃 （実数）（単位　万円）

fund 必要自己資金 （実数）（単位　千万円）

area_present1 立地ダミー(現住エリア） 1:現住エリア

area_present2 立地ダミー(同じ都県の
異なるエリア）

1:現住都県の異なるエリア

area_tokyo1 立地ダミー
（東京23区内）

1：東京23区

work 世帯主の労働状況1 常雇ダミー（１：常雇）

selfwork 世帯主の労働状況2 自営業ダミー（１：自営業）

ptype 現在の住宅タイプ 0：戸建て，1：集合住宅

income 世帯年収
0：200万円未満，１：200～299万
円，・・・10：1500万円以上

number 世帯人数 0：1人，1：2人，・・・4：5人以上

age 世帯主年齢
0：～29歳，1：30～39歳，・・・，

3：50～59歳，4：60歳以上

donation 災害時の親族等からの
贈与見込み

0：無し，1：有り

together 災害時の親族等からの
同居見込み

0：無し，1：有り

child 小学生の子供の有無 0：無し，1：有り

t_area 仮住まいの立地 0：自分の都県，1：それ以外

year 震災経過年 （実数）

choice 選択結果
1：建替え，2：新規購入
3：賃貸住宅，4：公営住宅
5：親戚宅等，6：仮住まいを継続

選
択
肢
属
性

世
帯
属
性

設
定

状
況

シミュレーションフローの設計

スタート

終了

住宅を探す世帯の抽出(ランダム)

全世帯計算したか？

yes

世帯の希望する居住室数に
応じた選択問題の生成

非集計行動モデルによる
選択確率の算出

住宅再取得
世帯ミクロ

データ

no

住宅供給
に関するデータ

選択確率からの選択行動の
割り当て（乱数利用）

社会統計・IT調査
での属性ごとの

世帯比率

仮住まいミクロ
シミュレーション

結果

更新

更新

住宅統計等から得た
地区・室数ごとの
取得費用/家賃
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課題

• シミュレーションツールとして
– 東京湾北部地震以外の想定地震を扱うこと

– 避難から仮住まい，住宅再取得までを通して
描画すること

– 「見なし仮設」が主流に，賃貸空き家のデー
タベースの更新

• 政策的な検討課題など
– 住宅セーフティネットのあり方（復興公営住
宅から民間賃貸供給支援，借り上げから家賃
補助）
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